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規 則

�愛媛県規則第７号
愛媛県職員の職務発明等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員の職務発明等に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県職員の職務発明等に関する規則（平成１２年愛媛県規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

○ 道路の供用開始（一般国道３８０号）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７６

○ 道路の区域変更（県道宇和高山線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局西予土木事務所）…１７６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７６

○ 道路の区域変更（一般国道３７８号）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７７

公 告

○ 愛媛県新予算編成総合システム等構築プロジェクト推進支援業務……………………………………………………………………………………（財政課）…１７７

公営企業公告

○ 脳神経外科手術顕微鏡の購入……………………………………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…１７８

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

改 正 後 改 正 前

（実施補償金の支払）

第１０条 県は、第６条の規定により承継した特許を受ける権利等又

は特許権等（当該特許を受ける権利等により取得した特許権等を

含む。以下この項において同じ。）の運用又は処分により収入を

得たときは、当該発明者の請求により、毎年１月１日から１２月３１

日までの当該収入の実績に応じ、翌年５月３１日までに、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める額（その額に１円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）の実施補償金を支

払うものとする。

� 県が当該特許を受ける権利等又は特許権等に係る発明等の実

施を許諾して収入を得た場合 当該収入の額を次に掲げる金額

に区分し、当該区分された金額にそれぞれ次に定める率を乗じ

て得た金額の合計額

ア ５００万円以下の金額 １００分の５０

イ ５００万円を超え１，０００万円以下の金額 １００分の４０

ウ １，０００万円を超え５，０００万円以下の金額 １００分の３０

エ ５，０００万円を超える金額 １００分の２０

� 県が当該特許を受ける権利等又は特許権等を処分して収入を

得た場合 当該収入の額の１００分の５０に相当する額

� 省略

２ 省略

様式第１号（第４条関係） 発明届

（実施補償金の支払）

第１０条 県は、第６条の規定により承継した特許を受ける権利等又

は特許権等（当該特許を受ける権利等により取得した特許権等を

含む。以下この項において同じ。）の運用又は処分により収入を

得たときは、当該発明者の請求により、毎年１月１日から１２月３１

日までの当該収入の実績に応じ、翌年５月３１日までに、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める額

の実施補償金を支

払うものとする。

� 県が当該特許を受ける権利等又は特許権等に係る発明等の実

施を許諾して収入を得た場合 当該収入の額を次に掲げる金額

に区分し、当該区分された金額にそれぞれ次に定める率を乗じ

て得た金額の合計額

ア ３０万円 以下の金額 １００分の３０

イ ３０万円を超え５０万円 以下の金額 １００分の２０

ウ ５０万円を超え１００万円 以下の金額 １００分の１０

エ １００万円 を超える金額 １００分の５

� 県が当該特許を受ける権利等又は特許権等を処分して収入を

得た場合 当該収入の額の１００分の３０に相当する額

� 省略

２ 省略

様式第１号（第４条関係） 発明届

省略

氏名

省略

氏名 �

省略 省略

様式第３号（第６条関係） 譲渡書 様式第３号（第６条関係） 譲渡書

省略 省略
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附 則

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県職員の職務発明等に関する規則第１０条第１項第１号及び第２号の規定は、この規則の施行の日以後に県が愛媛県職員の

職務発明等に関する規則第６条の規定により承継する特許を受ける権利等又は特許権等について適用し、同日前に県が同条の規定により

承継した特許を受ける権利等又は特許権等については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第８号
愛媛県毒物劇物取扱者試験規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県毒物劇物取扱者試験規則の一部を改正する規則

愛媛県毒物劇物取扱者試験規則（昭和２６年愛媛県規則第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

氏名

省略

氏名 �

省略

省略 省略

様式第４号（第７条関係） 特許出願等届 様式第４号（第７条関係） 特許出願等届

省略

氏名

省略

氏名 �

省略 省略

様式第５号（第１５条関係） 不服申出書 様式第５号（第１５条関係） 不服申出書

省略

氏名

省略

省略

氏名 �

省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（試験職員）

第１条 毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号

）第８条第１項第３号の規定による毒物劇物取扱者試験

（以下「試験」という。）に関する事務を処理させるため、次の

職員を置く。

省略

２ 省略

（受験手続）

第５条 試験を受けようとする者は、毒物劇物取扱者試験受験願書

（第１号 様 式）を 住 所 地

の保健所長（松山市の区域にあつては、中予保健所

長。以下同じ。）を経て、知事に提出しなければならない。ただ

し、県外居住者は、直接知事に提出しなければならない。

（試験職員）

第１条 毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号。以下「法」

という。）第８条第１項第３号の規定による毒物劇物取扱者試験

（以下「試験」という。）に関する事務を処理させるため、次の

職員を置く。

省略

２ 省略

（受験欠格者）

第５条 次に掲げる者は、この試験を受けることができない。

� 精神の機能の障害により毒物劇物取扱責任者の業務を適正に

行うに当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこ

とができない者

� 麻薬、大麻、あへん又は覚せい剤の中毒者

� 毒物若しくは劇物又は薬事に関する罪を犯し、罰金以上の刑

に処せられ、その執行を終り、又は執行を受けることがなくな

つた日から起算して３年を経過していない者

（受験手続）

第６条 試験を受けようとする者は、毒物劇物取扱者試験受験願書

（第１号様式）に次に掲げる書類及び所定の受験手数料を添え

て、住所地の保健所長（松山市の区域にあつては、中予保健所

長。以下同じ。）を経て、知事に提出しなければならない。ただ

し、県外居住者は、直接知事に提出しなければならない。
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２ 省略

（合格基準）

第６条 試験の合格基準は、６０パーセント以上の成績であることと

する。ただし、当該試験の課目のいずれかに４０パーセント未満の

成績があるときは、不合格とする。

第７条 省略

（試験合格者）

第８条 省略

２ 知事は、前項の規定により合格を決定された者（以下「試験合

格者」という。）に対して

、第２号様式による合格証書を交付する。

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

第１号様式（第５条関係） 毒物劇物取扱者試験受験願書

� 法第８条第２項第２号及び第３号に該当しない旨の医師の証

明書 １通

� 写真（出願前６箇月以内に脱帽して正面から撮影した縦３６ミ

リメートル横２４ミリメートルの大きさで上半身像のもの）

２ 省略

３ 第１項の規定により納入した手数料は、如何なる事由があつて

も返還しない。

（合格基準）

第７条 試験の採点は、筆記試験及び実地試験それぞれ１課目につ

いて１００点満点とし、全課目６０点以上の成績を得た者を合格とす

る。

第８条 省略

（試験合格者）

第９条 省略

２ 前項の規定により合格を決定された者（以下「試験合

格者」という。）については、その受験番号を愛媛県報に公告す

るとともに、第２号様式による合格証書を交付する。

第１０条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

第１号様式（第６条関係） 毒物劇物取扱者試験受験願書

省略 省略

省略 省略

写真貼付欄 写真ちよう付欄

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

６箇月以内に脱帽して正

面から撮影した上半身像の

写真を貼ること。

写真の大きさは、縦４セ

ンチメートル、横３センチ

メートルとすること。

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

６箇月以内に脱帽して正

面から撮影した上半身像の

写真をはること。

写真の大きさは、縦３６ミ

リメートル、横２４ミリメー

トル とすること。

省略 省略

省略 省略

愛媛県収入証紙貼付欄 受 付 印

欠

格

条

項

� 毒物若しくは劇物又は薬事に関する罪

を犯し、罰金以上の刑に処せられたこと

の有無（該当のものを○で囲むこと。）

有 ・ 無

� �が有のときは、刑の執行終了年月日

又は刑の執行を受けることがなくなつた

日の年月日

年 月 日

愛媛県収入証紙ちよう付欄 受 付 印

省略 省略

注意

事項
※の欄は、記入しないこと。

注意

事項

１ ※の欄は、記入しないこと。

２ 毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）第８

条第２項第２号及び第３号に該当しない旨の医師の

証明書を添付すること。

第２号様式（第８条関係） 省略 第２号様式（第９条関係） 省略
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第９号
児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

３ 省略

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（児童養護施設等措置児童等用）

附 則

３ 別表第１徴収金基準額の欄に規定する徴収金基準額（Ｄ１４階層

の徴収金基準額を除く。）は、措置児童等（助産施設又は母子生

活支援施設に措置をしている者を除く。）の年齢が２０歳以上の場

合にあつては、同欄の規定にかかわらず、当分の間、Ｂ階層は零

円とし、Ｃ階層及びＤ階層は同欄に掲げる金額の２分の１に相当

する金額（この金額に１００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。）とする。

４ 別表第２に規定する徴収金基準額が重症心身障害児施設にあつ

ては９０，０００円、その他の施設にあつては５０，０００円を超えるとき

は、同表の規定にかかわらず、当分の間、重症心身障害児施設に

あつては９０，０００円、その他の施設にあつては５０，０００円を当該徴収

金基準額とする。この場合において、別表第１注３中「別表第

２」とあるのは、「別表第２及び附則第４項」とする。

５ 省略

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（児童養護施設等措置児童等用）

省略 省略

備考

１～６ 省略

備考

１～６ 省略

７ 次のいずれかに該当する者については、地方税法第２９２

条第１項第１１号に規定する寡婦又は同項第１２号に規定す

る寡夫とみなし、所得割の額を算定する。この場合にお

いて、その者の前年（１月分から６月分までの徴収額の

決定については、前々年とする。以下この７において同

じ。）の所得（同項第１３号に規定する合計所得金額をい

う。以下同じ。）が同法第２９５条第１項第２号の規定に該

当するときは市町村民税非課税として取り扱い、同号の

規定に該当しないときは当該者の所得から�又は�に該

当するものにあつては２６万円を、�に該当するものにあ

つては３０万円を控除するものとする。

� 婚姻によらないで母となつた女子であつて、現に婚

姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある場合を含む。以下同じ。）をしていないもの

のうち、扶養親族その他その者と生計を一にする子

（前年の所得が所得税法（昭和４０年法律第３３号）第８６

条第１項の規定により控除される額以下である子（他

の者の同一生計配偶者又は扶養親族である者を除

く。）に限る。以下同じ。）を有するもの（�に掲げ

る者を除く。）
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１５６

７ 省略

８ 省略

９ � 法第２２条に規定する助産の実施は、その妊産婦が

次のいずれかに該当するときは、行わないものとす

る。ただし、アに該当する場合であつても、真にや

むを得ない特別の理由があり、かつ、市町村民税所

得割の額が１９，０００円以下であるときは、この限りで

ない。

ア 省略

イ その妊産婦の属する世帯の階層区分がＡ階層及

びＢ階層である場合を除いて、その妊産婦が社会

保険の被保険者、組合員又は被扶養者で、その社

会保険において出産育児一時金等の出産に関する

給付を受けることができる額（医学的管理の下に

おける出産について、特定出産事故に係る事故が

発生した場合において、出生者の養育に係る経済

的負担の軽減を図るための補償金の支払に要する

費用の支出に備えるための保険契約（出生者等に

対し、総額３，０００万円以上の補償金を支払う契約

に限る。）が締結されており、かつ、特定出産事

故に関する情報の収集、整理、分析及び提供の適

正かつ確実な実施のための措置を講じているとき

に、その保険料相当額として支払われる額を除

く。以下「出産一時金」という。）が、４０８，０００

円以上であるとき。

� 省略

１０ 省略

� �に掲げる者のうち、扶養親族である子を有し、か

つ、前年の所得が５００万円以下であるもの

� 婚姻によらないで父となつた男子であつて、現に婚

姻をしていないもののうち、その者と生計を一にする

子を有し、かつ、前年の所得が５００万円以下であるも

の

８ 省略

９ 省略

１０ � 法第２２条に規定する助産の実施は、その妊産婦が

次のいずれかに該当するときは、行わないものとす

る。ただし、アに該当する場合であつても、真にや

むを得ない特別の理由があり、かつ、市町村民税所

得割の額が１９，０００円以下であるときは、この限りで

ない。

ア 省略

イ その妊産婦の属する世帯の階層区分がＡ階層及

びＢ階層である場合を除いて、その妊産婦が社会

保険の被保険者、組合員又は被扶養者で、その社

会保険において出産育児一時金等の出産に関する

給付を受けることができる額（医学的管理の下に

おける出産について、特定出産事故に係る事故が

発生した場合において、出生者の養育に係る経済

的負担の軽減を図るための補償金の支払に要する

費用の支出に備えるための保険契約（出生者等に

対し、総額３，０００万円以上の補償金を支払う契約

に限る。）が締結されており、かつ、特定出産事

故に関する情報の収集、整理、分析及び提供の適

正かつ確実な実施のための措置を講じているとき

に、その保険料相当額として支払われる額を除

く。以下「出産一時金」という。）が、４０４，０００

円以上であるとき。

� 省略

１１ 省略

注 省略

別表第２（第４条関係）

徴収金基準額表（障害児入所施設等措置児童等用）

注 省略

別表第２（第４条関係）

徴収金基準額表（障害児入所施設等措置児童等用）

省略 省略

備考

１・２ 省略

３ 所得割の額の算定方法は、地方税法に定めるところに

よるほか、次に定めるところによる。

�～� 省略

備考

１・２ 省略

３ 所得割の額の算定方法は、地方税法に定めるところに

よるほか、次に定めるところによる。

�～� 省略

� 地方税法第２９２条第１項第１１号イ中「夫と死別し、若

しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生

死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを

「婚姻によらないで母となつた女子であつて、現に婚

姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある場合を含む。）をしていないもの」と読み替

えた場合において同号イに該当する者又は同項第１２号

中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をして

いない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定め

るもの」とあるのを「婚姻によらないで父となつた男
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 次項に定めるものを除き、改正後の児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（以下「新規則」という。）別表第１及び別表第２の

規定は、令和３年７月分以後の徴収額について適用し、同年６月分以前の徴収額については、なお従前の例による。

３ 新規則別表第１備考９の規定は、令和４年１月分以後の徴収額について適用する。

（愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則の一部改正）

４ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４～９ 省略

子であつて、現に婚姻（届出をしていないが、事実上

婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をしてい

ないもの」と読み替えた場合において同号に該当する

者であるときは、次のア又はイに定めるとおりとす

る。

ア 地方税法第２９５条第１項（第２号の規定に係る部

分に限る。）の規定により市町村民税が課されない

こととなる者である場合は、所得割の額は０とす

る。

イ アに該当しない者である場合は、地方税法第３１４

条の２第１項第８号に規定する額（同条第３項に該

当する者であるときは、同項に規定する額）に同法

第３１４条の３第１項に規定する率を乗じて得た額を

控除するものとする。

４～９ 省略

注 省略

様式第４号（第６条関係） 徴収額減免申請書

（表）

注 省略

様式第４号（第６条関係） 徴収額減免申請書

（表）

省略

氏 名

省略

省略

氏 名 �

省略

省略 省略

（裏） 省略

様式第６号（別表第１、別表第２関係） 生活困窮世帯認定申請書

（裏） 省略

様式第６号（別表第１、別表第２関係） 生活困窮世帯認定申請書

省略

氏 名

省略

省略

氏 名 �

省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県

規則第１３号）様式第４号及び様式第６号

� 省略

� 省略
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�愛媛県規則第１０号
愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則（昭和３０年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

 省略

! 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

 省略

! 省略

" 省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県

条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛

県産業技術研究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使 用 料

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県

条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛

県産業技術研究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使 用 料

区分 種別 細 別 単位 金額 備考 区分 種別 細 別 単位 金額 備考

省略 省略

食品

産業

食品

加工

１～３４ 省略 食品

産業

食品

加工

１～３４ 省略

３５ ヘッドスペースＧＣ １時間 ８８０円
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１５９

告 示

�愛媛県告示第２７２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

関係 用機

器

関係 用機

器

―ＭＳ

３５ 省略 ３６ 省略

３６ 省略 ３７ 省略

３７ 省略 ３８ 省略

３８ 省略 ３９ 省略

３９ 省略 ４０ 省略

４０ 省略 ４１ 省略

４１ 省略 ４２ 省略

４２ 省略 ４３ 省略

４３ 省略 ４４ 省略

４４ 省略 ４５ 省略

４５ 省略 ４６ 省略

４６ 省略 ４７ 省略

４７ 省略 ４８ 省略

４８ 省略 ４９ 省略

４９ 省略 ５０ 省略

５０ 省略 ５１ 省略

５１ 省略 ５２ 省略

５２ 省略 ５３ 省略

５３ 省略 ５４ 省略

５４ 省略 ５５ 省略

５５ 省略 ５６ 省略

５６ 省略 ５７ 省略

５７ 省略 ５８ 省略

５８ 省略 ５９ 省略

５９ 省略 ６０ 省略

６０ 省略 ６１ 省略

６１ 省略 ６２ 省略

６２ 省略 ６３ 省略

６３ 省略 ６４ 省略

６４ 省略 ６５ 省略

６５ 省略 ６６ 省略

６６ ガスクロマトグラフ

質量分析計

１時間 ８８０円

省略 省略

注 省略

手 数 料 省略

注 省略

手 数 料 省略
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�愛媛県告示第２７３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から次のように廃止した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２７４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

き ほ く の 里 歯 科 医 院 北宇和郡鬼北町大字近永
１４１８番地７２ 令和４年１月１日

みんなの薬局 大町店 西条市大町１７６５－４－１０
４ 令和４年１月３０日

ミライノ薬局いぶき店 四国中央市下柏町７５６－
１ 令和４年２月１日

き ほ く の 里 歯 科 医 院 北宇和郡鬼北町大字近永
１４１８番地７２ 令和３年１２月３１日

祖 母 井 医 院 大洲市中村３９０ 令和４年１月１８日

医療機関の名称 医療機関の所在地 辞退年月日

寺 尾 薬 局 今治市常盤町三丁目２－
８ 令和２年４月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

宇 都 宮 皮 膚 科 医 院 伊予市灘町４０番地２ 令和３年１２月２８日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社こころ 新居浜市東田二丁目１３８５－１
直野ビル２階東

訪問看護ステーション ひな
た

新居浜市東田二丁目１３８５－１
直野ビル２階東 令和４年１月８日

株式会社康臨丸 愛知県知多郡東浦町森岡字取
手２２番地の１

訪問看護ステーション和来
さいじょう

西条市三津屋４５３－２ 稲井
ビル２Ｆ 令和４年２月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社 キングメディカル 新居浜市八幡二丁目５番６号 きんぐ調剤薬局八幡 新居浜市八幡二丁目５番６号 令和４年２月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社 キングメディカル 新居浜市八幡二丁目５番６号 きんぐ調剤薬局八幡 新居浜市八幡二丁目５番６号 令和４年２月１日
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�愛媛県告示第２７８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、指定医療機関（指定訪問看護事業者等）から指定訪問看護事業等を行う

事業所の名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から居宅介護事業を行う事業所の名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防事業者）

から介護予防事業を行う事業所の名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、指定医療機関（指定訪問看護事業者等）から指定訪問看護事業等を次の

ように休止した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

新居浜医療福祉生活協同組合 新居浜市萩生１０６１番地

（変更後）
訪問看護ステーションせいき
ょう

新居浜市高津町３番２０号 令和４年２月１日
（変更前）
訪問看護ステーションたかつ

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

新居浜医療福祉生活協同組合 新居浜市萩生１０６１

（変更後）
訪問看護ステーションせいき
ょう

新居浜市高津町３番２０号 令和４年２月１日
（変更前）
訪問看護ステーションたかつ

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

新居浜医療福祉生活協同組合 新居浜市萩生１０６１

（変更後）
訪問看護ステーションせいき
ょう

新居浜市高津町３番２０号 令和４年２月１日
（変更前）
訪問看護ステーションたかつ

医 療 機 関 （ 指 定 訪 問
看 護 事 業 者 等 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

休止に係る指定訪問看護事業等を行う事業所
休 止 年 月 日

名 称 所 在 地

新居浜医療福祉生活協同組合 新居浜市萩生１０６１番地 訪問看護ステーションそよ風
さん 新居浜市萩生１０６１番地 令和４年２月１日

新居浜医療福祉生活協同組合 新居浜市萩生１０６１番地 訪問看護リハステーション新
田

新居浜市新田町一丁目９番９
号 令和４年２月１日
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�愛媛県告示第２８２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から居宅介護事業を次のように休止した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防事業者）

から介護予防事業を次のように休止した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から居宅介護事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防事業者）

から介護予防事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

休 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
休 止 年 月 日

名 称 所 在 地

新居浜医療福祉生活協同組合 新居浜市萩生１０６１ 訪問看護ステーションそよ風
さん 新居浜市萩生１０６１ 令和４年１月３１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

休 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
休 止 年 月 日

名 称 所 在 地

新居浜医療福祉生活協同組合 新居浜市萩生１０６１ 訪問看護ステーションそよ風
さん 新居浜市萩生１０６１ 令和４年１月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

越智今治農業協同組合 今治市北宝来町一丁目１番地
５ ＪＡおちいまばり歯科診療所 今治市鐘場町一丁目２番地９ 令和３年１１月３０日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

越智今治農業協同組合 今治市北宝来町一丁目１番地
５ ＪＡおちいまばり歯科診療所 今治市鐘場町一丁目２番地９ 令和３年１１月３０日
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�愛媛県告示第２８７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグコスモス安城寺店

松山市安城寺町１５５２－１、１５５５、１５５６－１、１５５６－３、１５６４

－１、１５６４－４、１５５１－１、１５５２－２

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 横山 英昭

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 横山 英昭

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和４年１１月１２日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，２２５．０５平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

４７台

イ 駐輪場の収容台数

１０台

ウ 荷さばき施設の面積

２７平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和４年３月１１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦

覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第２８８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年３月２５日

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

石川クリニック 四国中央市上分町７３２番
地１ 医療法人 健康会 四国中央市上分町７３２番

地１
理事長
石 川 綮 一 精神通院医療 令和４年

２月１日

中野クリニック 東温市志津川１５７７－１ 医療法人 中野クリニッ
ク 東温市志津川１５７７－１ 理事長

中 野 敬 精神通院医療 令和４年
３月１日

もより調剤薬局 北伊予
店

伊予郡松前町出作５４０番
地１ 株式会社 アイネ 松山市此花町７番３３号Ｔ

ＭＣビル１Ｆ
代表取締役
稲 葉 健 介

精神通院医療（薬
局）

令和４年
３月１日

アイン薬局 松山記念病
院店

松山市美沢１丁目１０番３４
号

株式会社西日本ファーマ
シー

香川県高松市宮脇町一丁
目５番１７号

代表取締役
武 田 輝 美

精神通院医療（薬
局）

令和４年
３月１日

ドラッグセイムス松山中
央薬局 松山市中央１丁目１０－１８ 株式会社西日本セイムス 宇和島市和霊町１２１１番地 代表取締役

天 沼 信 博
精神通院医療（薬
局）

令和４年
３月１日



愛 媛 県 報令和４年３月２５日 第２９３号

１６４

�������
�愛媛県告示第２８９号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る令和３年度の事業計画を、令和４年３月１６日次のとおり定めた。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２９０号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

松山市 西垣生地区（南
部）

令和元年度から
令和３年度まで

松山市（西垣生地
区（南部））の地
籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

令和４年３月２５日

�������
�愛媛県告示第２９１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

品部川水系に係る二級河川について、河川整備基本方針を次のとお

り策定した。

（「次のとおり」は、省略し、その関係図書を愛媛県庁、東予地

方局建設部及び今治土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ドラッグコスモス土居田
店

松山市土居田町２６３
番１、２６４番１、２６５
番１

大規模小売店舗の名称及び所
在地

（仮称）ドラッグコ
スモス土居田店
松山市土居田２６３番
１、２６４番１、２６５番
１

ドラッグコスモス土
居田店
松山市土居田町２６３
番１、２６４番１、２６５
番１

令和４年
３月５日

令和４年
３月１１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

松 山 市

西垣生地区（南
部） 令和４年３月３１日まで 地籍調査

西垣生地区（北
部） 令和５年３月３１日まで 〃

玉谷地区 〃 〃

東垣生地区 〃 〃

神次郎地区 〃 〃

福見川地区 〃 〃

宇 和 島 市

下畑地の第１１ 令和４年３月３１日まで 地籍調査

高串の第７ 〃 〃

高串の第８ 〃 〃

下畑地の第１２ 令和５年３月３１日まで 〃

高串の第９ 〃 〃

高串の第１０ 〃 〃

下畑地の第１３ 〃 〃

高串の第１１ 〃 〃

高串の第１２ 〃 〃

八 幡 浜 市

浜田町・大正町 令和５年３月３１日まで 地籍調査

日土町梶谷岡の一
部 令和４年３月３１日まで 〃

本町・千代田町 〃 〃

矢野町・神宮前・
桧谷の一部 令和５年３月３１日まで 〃（概況調査

含む）

日土町１番耕地 〃 地籍調査

松柏地区の一部 〃 〃（概況調査）

新 居 浜 市

保土野の一部 令和４年３月３１日まで 地籍調査

庄内町の一部、�
保田町の一部 〃 〃

�保田町一丁目、
�保田町二丁目 令和５年３月３１日まで 〃

保土野の一部第２ 令和４年３月３１日まで 〃

八雲町 令和５年３月３１日まで 〃（概況調査
含む）

泉宮町 〃 〃（概況調査
含む）

一宮町一丁目、一
宮町二丁目 〃 〃（概況調査）

大 洲 市

菅田第４計画区 令和４年３月３１日まで 地籍調査

菅田第５計画区 〃 〃

菅田第６計画区 〃 〃

菅田第７計画区 令和５年３月３１日まで 〃

宇津第７計画区 〃 〃

菅田第８計画区 〃 〃

宇津第８計画区 〃 〃
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�愛媛県告示第２９２号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１６条の２第１項の規定に基づ

き、東川水系河川整備基本方針に沿って計画的に河川の整備を実施

すべき区間について、河川整備計画を次のとおり策定した。

（「次のとおり」は、省略し、その関係図書を愛媛県庁、東予地

方局建設部に備え置いて縦覧に供する。）

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２９３号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１６条の２第１項の規定に基づ

き、惣川水系河川整備基本方針に沿って計画的に河川の整備を実施

すべき区間について、河川整備計画を次のとおり策定した。

（「次のとおり」は、省略し、その関係図書を愛媛県庁、南予地

方局建設部及び愛南土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２９４号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

�万高原土木事務所及び�万高原町に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第２９５号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項及び第９条第８項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の

指定を解除する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

�万高原土木事務所及び�万高原町に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第２９６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（電子国土基本図（地図情報） 修正）

２ 作業期間 令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県全域

�������
�愛媛県告示第２９７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（国土広域情報 修正）

２ 作業期間 令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県全域

�������
�愛媛県告示第２９８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（航空レーザ測量による高精度標高デー

タ整備）

２ 作業期間 令和４年４月２６日から

令和５年３月３１日まで

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

仲組
３８１－
Ⅰ－８１
８�

上浮穴
郡�万
高原町
直瀬
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

仲組
３８１－
Ⅰ－８１
８�

上浮穴
郡�万
高原町
直瀬
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

岩川
３８１－
Ⅰ－８２
２�

上浮穴
郡�万
高原町
上畑野
川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

岩川
３８１－
Ⅰ－８２
２�

上浮穴
郡�万
高原町
上畑野
川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

落出第
二
３８４－
Ⅰ－９０
６�

上浮穴
郡�万
高原町
柳井川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

落出第
二
３８４－
Ⅰ－９０
６�

上浮穴
郡�万
高原町
柳井川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

仲組
３８１－
Ⅰ－８１
８�

上浮穴
郡�万
高原町
直瀬
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

仲組
３８１－
Ⅰ－８１
８�

上浮穴
郡�万
高原町
直瀬
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

岩川
３８１－
Ⅰ－８２
２�

上浮穴
郡�万
高原町
上畑野
川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

岩川
３８１－
Ⅰ－８２
２�

上浮穴
郡�万
高原町
上畑野
川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

落出第
二
３８４－
Ⅰ－９０
６�

上浮穴
郡�万
高原町
柳井川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

落出第
二
３８４－
Ⅰ－９０
６�

上浮穴
郡�万
高原町
柳井川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り
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３ 作業地域 松山市、八幡浜市、大洲市、伊予市、西予市、東

温市、�万高原町、松前町、砥部町、内子町

�������
�愛媛県告示第２９９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、東温市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 令和４年３月２０日から

令和４年６月３０日まで

３ 作業地域 愛媛県東温市牛渕

�������
�愛媛県告示第３００号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通知があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（防災対策地域水準測量）

２ 作業期間 令和３年４月２０日から

令和４年２月２８日まで

３ 作業地域 今治市、八幡浜市、新居浜市、西条市、大洲市、

四国中央市

�������
�愛媛県告示第３０１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、中予地方局長から次のとおり公共測量

が終了した旨の通知があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 令和３年１０月２０日から

令和４年３月７日まで

３ 作業地域 東温市（一部）

�������
�愛媛県告示第３０２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、中国四国農政局道前平野農地整備事業

所長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があった。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 令和３年９月１日から

令和４年３月４日まで

３ 作業地域 西条市丹原町志川地内

�������
�愛媛県告示第３０３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３０４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３０５号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３０６号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

丹第
１８号

西条市三芳１２３４番地２ 指定金融機関
伊予銀行三芳支店

西条市三芳１２３４番地２ 令和４年３月２５日



愛 媛 県 報令和４年３月２５日 第２９３号

１６７

�������
�愛媛県告示第３０７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区日本橋二丁目７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

� Ｄ－９５１ 昇圧前気液分離器

� Ｄ－９５２ 吸込みスナッバ１

� Ｄ－９６２ インタークーラードレンタンク１

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

伊第
１６号

伊予郡砥部町宮内１３９２番地
砥部町役場本庁舎内

えひめ中央農業協同組合砥部支
所（公金派出所）

売りさばき人氏名又は名称
えひめ中央農業協同組合砥部支所
（公金派出所）

売りさばき人氏名又は名称
えひめ中央農業協同組合宮内出張所
（公金派出所）

令和４年
３月２６日

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．５１

最大 ２．１１

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり１００ノルマル立
方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０

最大 ０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり１００ノルマル立
方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０

最大 ０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０５

最大 ０．０７

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり１００ノルマル立
方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後



愛 媛 県 報令和４年３月２５日 第２９３号

１６８

� Ｄ－９５３ 吐出しスナッバ１

� Ｄ－９６４ アフタークーラードレンタンク１

� Ｄ－９５４ 吸出しスナッバ２

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０

最大 ０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０５

最大 ０．０７

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり１００ノルマル立
方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０

最大 ０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０５

最大 ０．０７

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり１００ノルマル立
方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０

最大 ０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０５

最大 ０．０７

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり３０ノルマル立方
メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続



愛 媛 県 報令和４年３月２５日 第２９３号

１６９

� Ｄ－９６３ インタークーラードレンタンク２

� Ｄ－９５３ 吐出しスナッバ２

� Ｄ－９６５ アフタークーラードレンタンク２

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０２５

最大 ０．０３

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり３０ノルマル立方
メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０２５

最大 ０．０３

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり３０ノルマル立方
メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０２５

最大 ０．０３

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス量１時間当たり３０ノルマル立方
メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間



愛 媛 県 報令和４年３月２５日 第２９３号

１７０

� ２Ｔ－８０４ ＣＯ２洗浄塔

� 凝集沈殿槽

� 脱水機

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ４～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０２５

最大 ０．０３

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 タ 廃ガス洗浄施
設

特 定 施 設 の 能 力 回収ＣＯ２量１日当たり３０トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７～９

最大 ６～１０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０

最大 １００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０，０００

最大 １３，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８０

最大 ２３０

※特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理スラリー量１日当たり４２０立方メー
トル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～９

最大 ５～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，７６０

最大 ２，７６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７

最大 ７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２，０００

最大 ２２，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３１５

最大 ３１５

※特定施設の汚水等は、酸素曝気式活性汚泥処理設備（ＯＢＴ）へ送液する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ハ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 処理スラリー量１日当たり１０５立方メー
トル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２４か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～９

最大 ５～９



愛 媛 県 報令和４年３月２５日 第２９３号

１７１

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，７６０

最大 ２，７６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７

最大 ７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２，０００

最大 ２２，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０５

最大 １０５

※特定施設の汚水等は、酸素曝気式活性汚泥処理設備（ＯＢＴ）へ送液する。

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 散気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５１９．１

最大 １，２４２．１

通常 １０７．７

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９１．６

最大 ８６２．１

通常 ２４．２

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５４７．１

最大 ７１７．６

通常 ２２０．８

最大 ２４０．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５．８

最大 ６８．９

通常 ３．８

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，８１０

最大 ２１，６４４

通常 １７，８１０

最大 ２１，６４４

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 酸素ばっ気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿及び酸素ばっ気式活性汚
泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８．０～１２．０

最大 ８．０～１２．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６２３．５

最大 １，１６２．６

通常 １２３．８

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３９．５

最大 ８８１．５

通常 １７．６

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７８５．７

最大 １，５００．２

通常 １５５．０

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９．５

最大 ３１．９

通常 ２．１

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，８４６

最大 １０，４３２

通常 ８，８４６

最大 １０，４３２

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６．０

最大 ３５．０
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� 東総合排水口

�������
�愛媛県告示第３０８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県西条保健所及び新居浜市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区日本橋二丁目７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第７４

号

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法、排出水の汚染状

態（排水系統別の汚染状態を含む）及び排出水の量（排水系統別

の量を含む）

５ 特定施設に関する事項

� ＮＢＴ 新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ 酸素曝気式活性汚泥処理施設

６ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ 新居浜総合排水処理施設

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ７０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．４

最大 １００．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６１

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５５，８５７

最大 ３４０，０９５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０８．３

最大 １８４．２

通常 １０７．７

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４．３

最大 ６９．６

通常 ２４．２

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２２．２

最大 ２４０．９

通常 ２２０．８

最大 ２４０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，７０１

最大 ２１，３９７

通常 １７，８１０

最大 ２１，６４４

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３５．０

最大 ２８７．７

通常 １２３．８

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １９．１

最大 ７１．４

通常 １７．６

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６９．１

最大 ２１２．３

通常 １５５．０

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．３

最大 ５．４

通常 ２．１

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，１０９

最大 ９，６９５

通常 ８，８４６

最大 １０，４３２

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
５２１．８
最大
１，２４２．１

通常
１０８．３
最大
１８４．２

通常
５１９．１
最大
１，２４２．１

通常
１０７．７
最大
１８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
４９４．４
最大
８６２．１

通常
２４．３
最大
６９．６

通常
４９１．６
最大
８６２．１

通常
２４．２
最大
６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５５０．４
最大
７１７．６

通常
２２２．２
最大
２４０．９

通常
５４７．１
最大
７１７．６

通常
２２０．８
最大
２４０．９
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� ＯＢＴ 酸素曝気式活性汚泥処理施設

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

西総合排水口（既設）

�������
�愛媛県告示第３０９号
東温市志津川土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 東温市志津川土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 東温市志津川泊土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和４年３月２８日から令和４年４月２２日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�愛媛県告示第３１０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年３月２５日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

�愛媛県告示第３１１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年３月２５日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２６．０
最大
６８．９

通常
３．８
最大
１１．５

通常
２５．８
最大
６８．９

通常
３．８
最大
１１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１７，７０１
最大
２１，３９７

通常
１７，７０１
最大
２１，３９７

通常
１７，８１０
最大
２１，６４４

通常
１７，８１０
最大
２１，６４４

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
６７６．６
最大
１，１６２．６

通常
１３５．０
最大
２８７．７

通常
６２３．５
最大
１，１６２．６

通常
１２３．８
最大
２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２６１．０
最大
８８１．５

通常
１９．１
最大
７１．４

通常
２３９．５
最大
８８１．５

通常
１７．６
最大
７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
８４４．４
最大
１，５００．２

通常
１６９．１
最大
２１２．３

通常
７８５．７
最大
１，５００．２

通常
１５５．０
最大
２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１０．３
最大
３１．９

通常
２．３
最大
５．４

通常
９．５
最大
３１．９

通常
２．１
最大
５．４

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常
１．０
最大
１．７

通常
０．２
最大
０．３

通常
０．９
最大
１．７

通常
０．２
最大
０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
８，１０９
最大
９，６９５

通常
８，１０９
最大
９，６９５

通常
８，８４６
最大
１０，４３２

通常
８，８４６
最大
１０，４３２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ６９．０

通常 ２８．７

最大 ７０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２７．５

最大 １００．０

通常 ２８．４

最大 １００．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６０

最大 ３．００

通常 ０．６１

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５５，００５

最大 ３３９，１０５

通常 ２５５，８５７

最大 ３４０，０９５

備考 この他に雨水排水口が３４箇所ある。

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．７

最大 ３５．０

通常 １６．０

最大 ３５．０

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３中局建（開）第３８号

令和４年３月１５日
伊予市宮下字竹ノ宮２２９番３

松山市南吉田町１７４９番地１

グレイス南吉田Ａ１０２号

海 田 奨 吾
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�愛媛県告示第３１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町亀浦７５０番５から

同町亀浦１９９番地先まで

旧 ４．０～２０．６ ０．５３６

新 ０ ０ 一部廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 佐田岬三崎線

西宇和郡伊方町正野１４６４番２地先から

同町串１番５地先まで
旧 ３．３～６１．６ ２．８２２

西宇和郡伊方町正野１４６１番１地先から

同町串１９５番２地先まで
新 ６．２～２１４．０ ２．５０５

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３中局建（開）第３９号

令和４年３月１６日
伊予市下吾川字鳥ノ木２３１番３、２３１番８

伊予市下吾川２３１番地３

岡 崎 俊 憲

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
八幡浜市真網代甲２７２番地４から

同市真網代乙１５番地１まで

旧 ３．７～９．３ ０．１９６

新 ０ ０ 一部廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥井喜木津線

八幡浜市保内町広早３５９番４地先から

同町広早７５番１地先まで
旧 ７．２～２３．６ ０．２２１

八幡浜市保内町広早３５９番１から

同町広早７５番１地先まで
新 １２．２～３４．９ ０．２２１
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�愛媛県告示第３１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 佐田岬三崎線
西宇和郡伊方町正野１４６１番１地先から

同町串１９５番２地先まで
令和４年３月２５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 佐田岬三崎線
西宇和郡伊方町三崎４７６５番３地先から

同町三崎４７１３番地先まで
令和４年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥井喜木津線

西宇和郡伊方町釜木２９５番１地先から

同町釜木２９７番２地先まで
旧 ６．６～１２．８ ０．０７１

西宇和郡伊方町釜木２９５番３地先から

同町釜木２９７番２地先まで
新 １７．０～３５．３ ０．０７１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町釜木２９５番３地先から

同町釜木２９７番２地先まで
令和４年３月２５日
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�愛媛県告示第３２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２３号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町大平３１２番２から

同町大平４２９番４まで
令和４年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和高山線

西予市明浜町高山乙１０１４番５から

同町高山乙１０１３番３まで
旧 ３．７～６．４ ０．０６６

西予市明浜町高山乙１０１４番５から

同町高山乙１０１３番３まで
新 １１．９～２６．９ ０．０６６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大瀬川中線
喜多郡内子町川中９０６番７から

同町川中９０６番６まで

旧 ４．０～７．１ ０．０２７

新 ４．０～８．６ ０．０２７

〃 〃 喜多郡内子町川中９０４番２

旧 ４．０～４．５ ０．０３７

新 ４．５～１４．５ ０．０３７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大瀬川中線
喜多郡内子町川中９０６番７から

同町川中９０６番６まで
令和４年３月２５日

〃 〃 喜多郡内子町川中９０４番２ 〃
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公 告

�公 告

次のとおり企画提案書の提出を招請する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

愛媛県新予算編成総合システム等構築プロジェクト推進支援

業務

� 業務内容

愛媛県新予算編成総合システム等構築プロジェクト推進支援

業務公募型プロポーザル手続等に関する説明書（以下「説明書」

という。）による。

� 履行期間

契約締結の日から令和５年３月３１日まで

２ 参加資格及び評価項目

� 企画提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」の営業種目「情報処

理」について令和２年度から令和４年度までの製造の請負等に

係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ、

「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該

当するもの

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 参加表明書の受領の期限の日から企画提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 企画提案書を特定するための評価項目

ア 業務計画

スケジュール及び進捗管理の妥当性

イ 事業内容

�愛媛県告示第３２５号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和高山線
西予市明浜町高山乙１０１４番５から

同町高山乙１０１３番３まで
令和４年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号

西予市明浜町田之浜乙４５２番１地先から

同町田之浜乙４４９番８地先まで
旧 ６．８～１９．８ ０．０８４

西予市明浜町田之浜乙４５１番８から

同町田之浜乙４４９番８まで
新 ９．８～４７．４ ０．０８４

〃 〃

西予市明浜町宮野浦甲３１０番７地先から

同町宮野浦甲９番６地先まで
旧 ４．８～１９．７ ０．１０４

西予市明浜町宮野浦乙１番７から

同町宮野浦甲９番６まで
新 ４．８～５６．３ ０．１０４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市明浜町田之浜乙４５１番８から

同町田之浜乙４４９番８まで
令和４年３月２５日

〃 〃
西予市明浜町宮野浦乙１番７から

同町宮野浦甲９番６まで
〃
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プロジェクトの運営管理及び進捗管理の妥当性、新システ

ム構築と一体的に行う業務改革手法の妥当性、新システム構

築のための機能要件整理等の支援の妥当性、その他システム

構築準備等への支援の妥当性

ウ 業務の実施体制

１で示した業務と同種若しくは類似の実績、配置予定管理

者の実績及び実施体制

エ 追加提案

新たな技術等の追加提案の妥当性

オ コスト

業務コストの経済性

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県総務部行財政改革局財政課財政改革グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２１９０

� 説明書の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

令和４年３月２５日（金）から４月１１日（月）までの執務時

間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３

号）第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和４年４月１１日（月）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 企画提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和４年５月１３日（金）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県総務部行財政改革局財政課財政改革グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２１９０

� その他

詳細は、説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Project

management support for constructing new budgeting system

of Ehime Prefecture，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，１１ April２０２２

Time limit for the submission of proposals：５：１５ p．m．，１３

May２０２２

� For further inquiries relating to the proposal，please

contact： Financial Reform Section，Financial Affairs

D i v i s i o n， Adm i n i s t r a t i v e a n d F i n a n c i a l R e f o rm

Subdepartment，General Affairs Department，Ehime

Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，

Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１９０

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年３月２５日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

脳神経外科手術顕微鏡の購入

� 購入物品名及び数量

脳神経外科手術顕微鏡 １式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和４年９月８日（木）

� 納入場所

愛媛県新居浜市本郷三丁目１番１号

愛媛県立新居浜病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。
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２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明

した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和４年５月９日（月）午前９時から同月１１日（水）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（http://www.pref.ehime.jp/）でダウン

ロード又は�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和４年５月１１日（水）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館２階 公営企業管理局大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和４年４月２２日（金）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Microscope for neurosurgery，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，１１May２０２２

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

令和４年３月２５日 発行


